　　　佐倉市介護施設等物価高騰対策支援金交付要綱
　（趣旨）
第１条　この要綱は、エネルギー等の物価高騰の影響を受けている佐倉市内の入所及び通所系の介護施設（以下「介護施設等」という。）に対し支援金を交付することにより、介護施設等の負担の軽減を図り、安定的な施設の運営に寄与するため、予算の範囲内で佐倉市介護施設等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付することについて、佐倉市補助金等の交付に関する規則（平成９年佐倉市規則第３９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）入所系サービス事業所　介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）に定める施設のうち、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、短期入所生活介護（単独型に限る。）及び認知症対応型共同生活介護並びに老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に定める施設のうち、軽費老人ホームをいう。
（２）通所系サービス事業所　法に定める施設のうち、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護及び通所リハビリテーションの事業を行う施設をいう。
　（交付対象者）
第３条　支援金の交付の対象者は、佐倉市内に介護施設等を設置する法人又は団体（以下「法人等」という。）であって、次の要件のいずれにも該当するものとする。
（１）令和７年７月１日（以下「基準日」という。）時点において介護サービス事業等を継続しており、申請日後において休止し、又は廃止する予定がないこと。
（２）介護施設等を運営する法人等の市民税に係る市長に対する申告（当該申告の義務を有する者に限る。）を行い、かつ、市税を滞納していないこと。
　（支援金の交付額）
第４条　支援金の交付額は、別表のとおりとし、予算の範囲内において交付する。
　（交付の申請等）
[bookmark: _Hlk121906062]第５条　支援金の交付を受けようとする法人等（以下「申請者」という。）が、支援金の交付を受けようとする際に提出しなければならない規則第３条第１項に定める申請書、規則第１３条に定める補助事業等の実績、決算その他補助事業等の成果を記載した報告書及び規則第１６条第１項に定める請求書は、佐倉市介護施設等物価高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書兼請求書（別記様式第１号。以下「申請書」という。）とする。
２　申請書に添付する書類は、前年度の確定申告書の写しその他の市長が必要と認める書類とする。
３　申請者は、令和７年１１月２８日までに支援金の交付の申請等をしなければならない。
　（交付決定）
第６条　規則第６条第１項に定める補助金等の交付の決定の通知及び規則第１４条に定める交付すべき額の確定の通知は、佐倉市介護施設等物価高騰対策支援金交付決定（却下）通知書（別記様式第２号。以下「交付通知書」という。）とする。
２　市長は、前条に規定する申請等があったときは、その内容を審査し、支援金の交付の可否を決定し、交付通知書により、申請者に通知するものとする。
　（交付の取消し及び返還）
第７条　市長は、支援金の交付を受けた者が偽りその他不正な手段により支援金の交付を受けたと認めたときは、交付した支援金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
　（暴力団の排除）
第８条　法人等の代表者、役員その他の当該法人等に実質的に関与している者が次の各号のいずれかに該当する場合は、支援金の交付対象としない。
（１）佐倉市暴力団排除条例（平成２３年佐倉市条例第２６号。以下「排除条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団
（２）排除条例第２条第２号に規定する暴力団員
（３）排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等
　（補則）
第９条　本事業の実施に当たり、その他の必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則（令和７年７月２３日決裁佐介第３５８号）
　（施行期日）
１　この要綱は、決裁の日から施行する。
　（有効期限）
２　この要綱は、令和８年３月３１日限りその効力を失う。ただし、同日の属する年度の予算に係る支援金については、この要綱は、同日後も、なおその効力を有する。

別表（第４条関係）
	区分
	支援金交付額

	入所系サービス事業所
	基準日における利用定員の数に２５，０００円を乗じた額

	通所系サービス事業所
	施設ごとに基準日における利用定員の数に２５，０００円を乗じた額に３分の１を乗じて得た額（当該乗じて得た額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。）の合計額


備考
１　入所系サービス事業所と通所系サービス事業所が同一の施設内に設置されている場合は、入所系サービス事業所のみを支援金の交付対象とする。
２　同一の施設内において複数の入所系サービス事業所が設置されている場合は、当該施設内のいずれか一つの事業所のみを支援金の交付対象とする。
３　同一の施設内において複数の通所系サービス事業所が設置されている場合は、当該施設内のいずれか一つの事業所のみを支援金の交付対象とする。　


